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要旨
●
2000年度から新潟国際情報大学ではカナダのアルバータ州エドモントンにあるアル
バータ州立大学Extension学部で夏期セミナーを実施してきた｡プログラムの中にIT企業
訪問を取り入れた "北米社会と情報" 科目を設置し毎年5社程度を訪問してきた｡その
結果､エドモントンのIT企業は日本と比べると明らかに小規模な企業が多いけれども､日
本の情報サ丁ビス産業関連企業に比べると独自性の強いビジネス展開を行っている企業が
多いように感じられた｡そこでこの違いが実際に存在するのか､そして違いがあるとすれ
ばその原因は何かを明らかにするため､エドモントンの情報サービス関連企業について実
地調査を行った｡
調査はアルバータ州立大学 Extension学部においてVisitingProfessorの資格でアン
ケート調査と面接調査を実施した｡調査内容および収集したデータの取り扱いについて事
前に学部の倫理委員会による承認を受けた｡アンケート調査は主に州政府の企業データベ
ースであるTechFilesから選択したェドモントンの情報サービス関連企業308社に対し
て大学の名前を使用して郵送で実施した｡その結果42社からアンケート調査の回答を得
ることができた｡面接調査は42社の中から面接調査の同意を得ることができた18社に
対して実施した｡アンケートの集計結果および､アンケートの回答内容の確認を主な目的
とした面接調査の結果から以下のことが明らかとなった｡
1.日本で情報サービス産業と呼ばれる産業は北米では."SoftwarePublishers","DataJ〉
Processing,Hosting,andRelatedServices ,"ComputerSystemsDesignandRelated
Services"の3産業であった｡アンケート調査の結果､回答企業の約半数は3つの産業
分類のいずれか1産業の事業に特化していた｡これらの結果は､北米の情報サービス産
業のほうが日本より産業の細分化が進んでおり､事業構造が日本より変化を遂げている
可能性を示唆していた｡
2.情報サービス産業に関する統計調査によると､日本では10-29人規模の企業が多い
のに対し､アメリカでは4人以下のスモールサイズ企業が多かった.今回の調査で従業
員数0-9人の企業が全体の57%を占めたことから､スモールサイズ企業が実際に多く
存在することが確認できた｡
3.会社設立時の従業員数に関する調査では設立時1-4人の企業が88%と最も多かっ
た｡また会社設立時の資金は圧倒的に個人の資金が多く全体の85% を占めた｡面接調
査の結果､これらの企業の大多数は創業者の自己資金をもとに従業員1-2人で設立さ
れていた｡ベンチャーキャピタルや､政府からの借り入れは非常に少なかった｡
4.国外売上に関する調査結果では43%の企業は総売上に対して10%以上の国外売上
を示し､さらに28%の企業は50%以上の国外売上を示した｡インタビューの結果､
国外での事業展開は特別なことではなく通常業務の一部のように認識されていた｡
5.研究開発投資に関する調査結果では､57%の企業は総売上に対して10% を超える研
究開発投資を行っており､~さらに27%の企業は総売上に対して20%を超える研究開
発投資を行っていた｡日本の情報サTビス産業の総売上に対する研究開発投資は約
1･%であることから､日本に比べるとはるかに多い研究開発投資が行われていた｡
10人以上ゐ企業と9人以下のスモールサイズ企業の2群に分けても同様の傾向が認
められた｡
6.会社の製品あるいはサービスの強みに関する回答では｢優位性のある機能または技術｣
が64%と最も多く､多くの企業が独自の機能や技術を持つことの重要性を認識してい
た｡続いて ｢実績｣､｢信頼性｣が多かった｡
7.効果的なマーケティング戦略として選択された上位3項目は ｢ヒューマンネットワー
ク｣､｢プロフェッショナル ･アソシエーション｣､｢トレー ド･フェアー｣であった｡他
に自由記述で ｢口コミ｣が多かった｡
8.新商品開発に必要な情報の入手先として選択された上位3項目は ｢R&D｣､｢日常業
務｣､｢出資者｣であった｡
9.会社のゴールとして選択された上位3項目は｢グロー バルカンパニーになること｣､｢独
自の商品を持つこと｣､｢社会の役に立つこと｣であった｡
10.日本の調査報告では主な顧客が同業者の情報サービス産業である場合が68%と多
く､同業者間における下請ビジネスの存在が推定された｡しかし､今回の調査で情報サ
ービス産業における下請ビジネスの存在を確認することはできなかった｡
11.情報サービス産業に占める "SoftwarePublishers"産業の割合は日本よりも高かっ
た｡面接調査の結果､新しいソフトウエアの開発は依然として活発に行われているもの
の､ソフトウエアそのものを開発して販売するという従来のビジネスから､開発したソ
フトウエアを使った新形態のビジネス-シフトする傾向が認められた｡
今回の調査結果を日本の情報サービス産業の現状と比較すると､最も大きな違いを示し
たのは､研究開発投資であった｡日本では対総売上研究開発投資1% 未満の企業が多いが､
北米の企業∴少なくとも今回調査を行ったエドモントンの情報サービス関連企業における
対売上研究開発投資の中央値は10･0-14･9%で､日本の情報サービス産業よりはるか
に多い研究開発投資が行われていた｡この数値は日本の主な製造業の研究開発投資3-
8%をも上回っていた｡また､企業のサイズや産業分野に関係なく高い研究開発投資傾向
が認められた｡
エドモントンの情報サービス産業関連企業は開発型の産業構造を持ち､研究開発投資に
より事業リスクが高くなることと引き換えに他社にないサービスや商品の創造を実現して
いた｡そして成果として得られた優位性のある技術やソフトウエアやサービスを核にして
独自性のある事業展開を行っていた｡この独自性のある事業がグロー バルな事業展開を可
能にしていると考えられた｡
日本の情報サービス産業関連企業は､受託業務の割合が高いため研究開発投資に対する
興味が小さくなる｡そのためエドモントンの企業とは対照的に､事業リスクは低いものの
独自性のある事業展開が困難となっていると考えられた｡日本の情報サービス関連企業が
将来国外の情報サービス関連企業と互角に､日本市場を含むグロー バル市場で事業展開す
るためには､開発型の事業構造にシフトせざるを得ないと考えられた｡そのためにはエド
モントンの企業の多くがそうであらたようをと､自社の事業領域を絞り込み､経営資源を集
中すべきサービスや技術分野を明確にすることが必要になると考えられた｡
事業をとりまく環境としてユーザサイドの意識の差も日本と北米の情報サービス産業の､
産業構造の違いに大きく反映していると考えられた｡小規模な企業が大規模な企業と競合
した場合でも､商品やサービスそのものについて良い評価を得ることができれば､小規模
な企業でも政府 ･自治体やユーザとしての大企業と契約できる可能性が十分存在した｡
これはリスクが高くても新しいことにチャレンジすることは価値のあることであるといっ
たユーザサイドの意識に関係しており､ユーザ側に企業を評価するだけではなく技術やサ
ービスそのものを評価し､良ければ受け入れようとする環境が垂っているようであった｡
今回の調査を通してアルバータ州政府による企業活動サポート体制についても理解を深
めることができた｡今回の調査で使用したアルバータ州政府の企業データベースである
TechFilesは州内の企業のPRや信用付与に一定の効果を果たしていた｡
プロフ主ッショナル ･アソシエーションと呼ばれる地域に根ざした専門家協会は､会員
の情報交換のため会員間のコミュニケーションを重視した会議やミー ティングの開催など
を積極的に行って戸た｡多くのWebコミュニティーも就職などの活動に有効に機能してい
るようであった｡日本で行われている補助金や制度的な優遇策､講演会形式のセミナーと
いった一方通行の,支援だけでなく､日常的に個人や企業の自主的な活動をサポートする環
境整備が重要であると考えられたO特に､ヒュ∵マンネットワーク作りに琴立つ環境整備
が特に有効であると考えられた｡
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1.調査の背景
情報サービス産業協会による情報サービス産業基本調査や新潟県 ITサービス産業白書
によ.ると､情報サービス産業関連企業の主要顧客には同業者である情報サービス産業が含
まれている｡これは各企業が得意の分野を補完しあう構造ではなく大企業に対して小企業
が下請関係にあることを反映している｡また新潟県内の情報サービス産業関連企業の研究
会などで取上げられるテーマなどを通して県内には独自性のあるビジネスを展開している
企業が少ないように感じていた｡
一方､2000年度から新潟国際情報大学ではカナダのアルバータ州エ ドモントンにあ
るアルバ一夕大学Extension学部で夏期セミナーを実施してきた｡プログラムの中にIT企
業訪問を取り入れた _"北米社会と情報" 科目を設置し毎年5社程度を訪問してきた.そ
の結果､エ ドモン十ンの情報サービス関連企業は日本と比べると明らかに小規模な企業が
多いけれども､日本の情報サービス産業関連企業にくらべると独自性の強いビジネス展開
を行っているように感じられた.そこでこの違いが実際に存在するのか､そして違いがあ
るとすればその原因は何かを明らかにするため新潟とエドモントンの情報サービ大産業関
連企業について比較調査を行うことを企画した｡
エ ドモントンの人口は市街地で約70万人､周辺部を含めると約 100万人でほぼ新潟
市に匹敵する｡市の大き_さも30KM四方で新潟市とほぼ同じである｡また､エ ドモントン
と新潟市は国の首都から離れた州都と県庁所在であり､同一経済圏に別の大きな工業都市
(カルガリー と長岡)があるなど､地理的､心理的な類似性が認められた｡これらの類似性
は新潟とエ ドモントンの情報サービス関連企業の活力を比較するために適した条件であっ
た｡
2.統計調査報告からみた日本と一北米の情報サービス産業の構造比較
日本､カナダ､アメリカの公的な統計調査報告の中で2005年4月時点で入手できた
最新の資料を使用して､日本と北米の情報サービス産業の構造を比較した｡得られた結果
は実地調査の質問票作成のための基礎資料として使用した｡
2-1情報サービ大産業の分類の違い
日本における産業の概念は情報サービス産業である｡日本では1つの産業と考えられそ
の中の個別事業は産業ではなく､情報サービス産業に含まれるサービス名称として使用さ
れていた｡これに対し､アメリカ､カナダでは北米産業分類NAICS(North血ericanIndustry
ClassificationSystem)が使用されており情報関連産業は詳細に分類されていた｡ 情琴
サービス産業に相当するNAICSの大分類は分類番号51の"Information"である｡そして､
日本の情報サービス産業の範囲は､StatisticsCanadaによるAnmialSurveyofSoftware
DevelopmentandComputerServices2001-2003の調査対象範囲とほぼ一致してい
た｡この調査の対象はNAICSの "SoftwarePublishers","DataProcessing,Hostingand
RelatedSetvices", "ComputerSystemsDesignandRelatedServices"であり､分類
番号はそれぞれ5112,5182､5415であった.日本の情報サービス産業がこれ
らの3産業にほぼ相当するということは､北米め情報サービス産業のほうが日本より産業
の細分化が進んでいることを反映しており､事業構造が日本より変化を遂げている可能性
を示唆していた｡
表1にアメリカ､カナダ､日本の情報サービース産業全体の年間売上高を示す｡産業全体
の年間売上はアメリカの3118億 ドルに対し､日本は1288億 ドルでアメリカの
1
41%に相当する｡カナダは273億 ドルでアメリカの9%､日本の22%に相当する｡
なお､日本の分類には北米の3産業には含まれない､データベースサービス､各種調査､
その他の計1,887,809百万円が含まれており､その額は情報サービス産業全体の1
3%に相当した｡
表1 アメリカ､カナダ､日本の情報サービス産業全体の年間売上高(Revenue)
U.S.2003 Canada2003 Japan200
Softwarepubtishers5112 89889 5811 128824
DataprocessingservicesandeltedSrvces5182 53101 2651
Computer岳ystenlSdesignandRelatedServics5415 168792 18836
単位 :millionsofdollar
*日本の情報サービス業の年間売上14170633百万円を1ドル110円で換算(特定サービス産業動態統計調査
の業務種類別売上高合計は8992408百万円)
出典:"ServiceAnnualSurvey:2003CurrentBusinessReport", A`mualSurveyofSoftwareDevelopment
andComputerServices2001-2003",平成15年特定サービス産業実態調査 (確報値)
2-2スモールサイズ企業
表2にアメリカ､カナダ､日本の情報サービス産業関連の企業数を示す｡ 全企業数は､
アメリカが約12.4万社､カナダが4.9万社であるのに対し､日本は0.7万社である｡
アメリカは日本の約18倍､カナダが約7倍となり日本より圧倒的に企業数が多かった｡
表3にアメリカ､カナダ､日本の情報サービス産業の従業員数を示す｡ 産業全体の従業員
数は､アメリカ173万人､カナダ18万人､日本29万人である｡アメリカは日本の約
6倍､カナダは約0.6倍である｡従業員数を企業数で割った平均従業員数は､アメリカが
14.0人､カナダが3.6人､日本が39.5人となり､アメリカ､カナダとも日本よりス
モ｢ルサイズの企業が多いことが容易に推定された｡
表2 アメリカ､カナダ､日本の情報サービス産業の企業数
U.S.2003 Canada2003 Edmonton Japan2004
Softwarepublishers5112 10,089 1,916 2 7,380*
ataprocessingservicesandeltedSrvces5182 ll,077 1,317 16
ConlPuter?yStemSdesignandRelatedServics5415 102,872 45.377 868
*平成13年事業所･企業統計調査報告における情報サービス調査業の事業所数は31,777(923ニュース供給業､
824興信所含む)
出典 :"UnitedStates:2002CountryBusinessPatterns", "AmualSurveyofSoftwareDevelopmentand
ComputerServices2001-2003",平成15年特定サービス産業実態調査 (確報値)
表3 アメリカ､カナダ､日本の情報サービス産業の従業員数
U.S.2003 Canada2003 Japan2004
Softwarepublishers5112 312,102 34,832 567,467
ataprocessingservicesandeltedSrvces5182 331,156 16,030
omputersystemsdesignandRe暮atedServics5415 1,089,497 125,120
出典 :"UnitedStates:2002CountryBusinessPatterns', "AmualSurveyofSoftwareDevelopmentand
ComputerServices200ト2003",平成15年特定サービス産業実態調査 (確報値)
アメリカにおける情報サービス産業の従業員別企業数を図1-3に示す｡図1は
"SoftwarePublishers5112"､図2は Data "Processing,斑osting,andRelated
Services5182"､図3は "ComputerSystemsDesignandRelatedServices5415"
の従業員別企業数である｡
"SoftwarePublishers'と "ComputerSystemsDesignandRelatedServices"のパタ
ーンは類似しており､従業員1-4人の企業数が最も多い｡`DataProcessing,Hosting,and
RelatedServices"は500人以上の企業数が最も多い｡3産業の合計では従業員0人の
企業が17.0%,従業員1-4人の企業が45.7%,従業員5-9人の企業が9.1%ととな
り､従業員0-9人の区分は71.6%となった｡
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図1 アメリカの SoftwarePublishers5112 図2アメリカの DataProcessing,Hosting,
の従業員別企業数 andRelatedServices5182の従業員別企業数
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出典 : "2002Co皿tyBusinessPatterns"
図3 アメリカのComputerSystemsDesignand
RelatedServices5415の従業員別企業数
カナダの従業員別企業数のデータを入手する_ことはできなかったが､上記のように平均
従業員数が､アメリカで14.0人､カナダで3.6人であったことから考えると､カナダ
はアメリカ以上にスモールサイズ企業が多いと考えられた｡
特定サービス産業動態統計調査による日本の情報サービス産業の従業員別企業数を図4
に示す｡従業員数10-29の企業数が最も多く31.5%であった｡従業員数1-9人の企
業は2ー4.7%であった｡アメリカの統計調査報告は､従業員数0人,1-4人,5-9人に
区分されていたが､日本の場合は従業員数1-9人でまとめてられている場合が多くこ,従業
員数0人の区分はほとんど無かった｡日本ではスモールサイズ企業に村する統計調査の必
要性自体がアメリカに比べると低い状況にあると考えられた｡
2.500boo10d~-_
･:㌔.;A,'<L>:{.･ー′
･>ー:二見:普i:,･.享讃#
:宍-x:.㌔i.+I-:く)･
:>.-i:'}-: 二､一.ン:Li>八.
･.10-29.3(ト4950-99 100-一.300- 500-
出典 :平成15年特定サービス産業実態調査 (確報値)
図4日本の情報サービス産業の従業員別企業数
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図5に平成13年事業所 ･企業統計調査報告における情報サ⊥ビス調査業 (産業分類8
2)の従業員別企業数を示す｡1-9人以下の事業所の割合は55.6%であった｡アメリ
カにおける従業員数0-9人の企業割合71.6%と比較すると､アメリカのスモールサイズ
企業 (事業所ではない)の割合は日本のスモールサイズ事業所の割合よりも多かった｡情
報サービス産業にはソフトウエア業821､情報処理サービス業82A､情報提供サービス
業82B､その他情報サービス業82Cと､その他にニュース供給業923､興信所824
が含まれるが､ソフトウエア業821､情報サービス業82Aが全体の85%程度を占め
ることから図5は情報サービス産業の事業所実態をほぼ反映していると考えられた｡
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出典 :平成13年事業所 ･企業統計調査報告
図5 日本の情報サー'ビス産業の従業員別事業所数 2003
2-3国外売上
図6にアメリカとカナダの情報サービス関連企業の海外売上割合(村総売上%)を示す｡
アメリ*,-､カナダとも海外売上割合は "SoftwatePublishers5112" 産業で多くア
メ.リカでは総売上の.17.2%,カナダでは45.4%であった｡日本の情報サービス関連企
業の国外との主な取引は輸入であると思われるが､海外売上に関する日本の統計調査報告
の存在を確認できなかった｡新潟県ITサービス産業自書では国外との取引がある企業は輸
入を含めても13.8%にすぎなかった｡これらのことから日本の情報サービス関連企業は
国外のビジネスにあまり興味を示していないと考えられたが､北米の情報サービス関連企
業は明らかに自国以外でのビジネスに大きな関心と努力を払っていると思われた｡
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出典 :"ServiceAmualSuⅣey:2003CurrentBusinessReport",
"血nualSurveyofSoftwareDevelopmentandCo叩uterSeⅣices2001-2003"
図6アメリカとカナダの情報サービス関連企業の海外売上割合 (対総売上%)
2-4研究開発投資 (R&D投資)
表4に日本の情報サービス産業関連企業の研究開発投資(R&D投資)状況を示す｡対総売
上0.9%以下が大半で､平均は対総売上1.0%であった｡大企業ほど多くの研究開発投資
を行っている傾向が認められた｡日本の主な製造業の研究開発投資3-8% と比べると非
常に少なかった｡
表4 日本の情報サービス産業関連企業の研究開発投資状況
R&D% -0.91.0-1.92.0-3.9k.0-5.9 6.0-7.98.0-9.9 10.0-14.915.0-19.920.0-
出典 :2003年情報サービス産業基本調査
表5 カナダの企業の研究開発投資割合 (対総売上%)
Employee 1｢49~50-99_100-199200-499500-999 1000-19992000-49995000=く トota.
出典 :"IndustrialResearchandDevelopment-2003Intentions' from "KeySmallBusinessStatistics
-January2005'
表5に IndustryCanadaによるカナダの全産業の研究開発投資割合 (対総売上%)を示
す｡情報サービス産業のみの調査結果ではないが､代表的な産業分野の研究開発投資は平
均で2.2%であった｡規模の小さな企業ほど対売上投資割合は高くなっており49人以下
の企業では5.5%であった｡
"StatisticsCanadaは〝AnnualSurveyofSoftwareI)evelopmentandComputerServices
2001-2003〝の中で情報サービス産業の研究開発投資に関する調査を行っているが､
結果は公表されていなかった｡StatisticsCanadaに公表するよう交渉した結果､公表の
同意を得たが2005年末の現時点で公表されていなかった｡アメリカの情報サービス産
業関連企業の研究開発投資に関する統計調査報告も見出すことはできなかった｡
2-5ソフトウエア産業
日本のソフトウエア産業は､業務用パッケージ､ゲームソフト､コンピュータ等基本ソ
フトの売上を足しても情報サービス産業の総売上の10.2%程度を占めるにすぎなかっ
た｡表1に示したようにアメリカでは情報サービス産業に該当する3つの産業の総売上中
でソフトウエア産業は28.8%を占めた｡カナダでも､情報サービス産業に該当する3つ
の産業の総売上中でソフトウエア産業は21.3% を占めた｡日本やは情報サービス産業全
体に占めるソフトウエア産業の割合がアメリカやカナダより低いことから､日本の情報サ
ービス産業関連企業はソフトウエア事業に消極的あるいは興味がないと考えられた｡
2-6統計調査報告からみた構造比較のまとめ
日本の情報サービス産業に関する経済産業省､情報サービス産業協会､新潟県の外郭団
体による公的な統計調査報告と､アメリカの情報サービス産業に関するU.S.Cen占usBureau
およびカナダのStatisticCanada,IndustryCanadaによる公的な統計調査報告を用いて､
日本と北米の情報サービス産業の構造比較を行った｡その結果､情報サービス産業の構造
に以下の違いか存在することが明らかとなった｡
1.日本で情報サービス産業と呼ばれる産業は北米では "SoftwarePublishers","Data
Processing,Hosting,andRelatedServices","ComputerSystemsDesignandRelated
Services"の3つの産業に分けられていた｡
2.日本では10-29人の規模の企業が多いのに対し､アメリカでは4人以下のスモール
サイズ企業が多かった｡ 日本において1-9人の企業は全体の24.5%を占めている
が､アメリカでは0-9人の企業が71.6%を占めていた｡
3.北米の企業では総売上に対する国外売上の割合が高く､特に "SoftwarePublishers"
産業の国外売上割合がアメリカで17･20/?､カナダで45.4%と高かった.
4.情報サービス産業全体の売上に対し "SoftwarePublisher"産業の占める割合は､日
本では10.2%あったが､アメリカでは28.8%､カナダでは21.3%で､日本の
SoftwarePublisherの割合はアメリカ､カナダの半分以下であった｡
5.日本では情報サービス産業関連企業の研究開発投資 (R&D投資)が1%程度であるが
北米の企業ではより高い研究開発投資が行われていると思われた｡
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3.エドモントンにおける実地調査の方法と有効回答数
調査はアルバータ州立大学 Extension学部においてVisit､ingProfessorの資格で実施
した｡調査内容および収集したデータの取り扱いについて事前に学部の倫理委員会による
承認を受け､大学の名前を使用して調査を実施した｡
?-1調査対象企業
Alberta'sTechnologyInddstryDirectory(TechFiles)に登録されている情報サービス
産業関連企業を主たる調査対象企業とした｡TechFilesはアルバータ州政府が管理する利
用制限のないWeb上の州内企業データベースである｡情報サービス関連企業はNAICSの3
"ComputerqSystemDesignandRelatedServices"に分類され登録されていた｡2005
年4月の時点で3産業で合計381社が登録されていた｡その中でWebサイトが実際に稼
動しており､から住所がTechFilesあるいは稼動中のWPbゲージ上に明記されている企業
を調査対象とした｡･その結果381社中261社が調査対象となった｡表6に TechFiles
から選択した261社の産業分類別内訳を示す｡3分野とも登録企業の7割程度が該当し
表6 TechFilesから選択した261社の産業分類別内訳
N4lQS.istedCombanie CompanieshavingWeb ite CompanieshavingWebsit andma.il-~ddr ses
SoftwarePubH畠her ~5112 -`154 1_19 108
Computer.~System DesignndRelatedServices 5i1苧 199 1?9 135
表7 イエロー ページから選択した47社
Li占tedCdmpanies Cdmpdnie主haーingWebsite CompanieshavingWebsit andmaHddr ses
TechFilesとは別にエドモントンのイエローページを調査したところ､情報サービス産
業に関連ある企業が ComputerConsultantsの分類中に381社存在した｡381社から
TechFilesと重複する企業とあきらかに大手量販小売店と判別できた企業を除き､残った
企業の中でWebサイトが実際に稼動していることが確認でき､かつ住所がイエロー ページ
あるいは稼動しているWebページ上に明記されていた47社も調査対象とした.その結果
TechFilesから選択した261社にイエローページから選択した47社を加えた計308
社を調査対象企業とした｡表7にイエローページから選択した381社から47社-の選
択過程を示す｡
3-2Ethicsの作成と東証
アンケート調査の回収率を高くするためアルバ一夕大学の名前を使って調査を実施する
ことにした｡2005年4月から9月までExtension学部でVisitingProfessorとしての
身分を得ていたが､大学の名前を使うためにはEthicsと呼ばれる個別の調査研究に関する
倫理規定を作成し､学部のEthics委員会に承認申請を行って承認を得ることが求められた｡
フォーマットに従ってEthicsを作成したが､調査の目的･意義が明確であること､収集
したデータを匿名で扱う具体的な方法を詳細に記述すること､調査資金の提供者がいる場
合提供者に対し被験者の秘密を保持する方法を詳細に記述すること､収集した書類やデー
タの保管方法を詳細に記述すること､保管期限を明記すること､調査対象の規模と想定さ
れる回収率を明記することを求められた｡さらに Ethicsには､実際に調査に使用するコ
ンセントフォーム､調査票､調査補助者用の秘密保持契約書の添付が求められた｡
.郵送によるアンケー ト調査とインタビューによる面接調査を企画したため､2種類のコ
ンセントフォームが必要であった｡コンセントフォームには､研究の目的､意義を被験者
に説明すること､調査のために被験者が費やす時間を正確に明記すること､研究者自身の
情報を記述すること､住所､電話番号､部屋番号､e-mailアドレスなど研究者-のコンタ
クト方法を明示すること､,被験者がコンセントフォームの最後に回答日時と回答に同意す
るサインを記入できることが要求された｡調査票については､コンセントフォームで述べ
た必要時間と矛盾がない内容と質間数であることが要求された｡また質問については質問
内容が正確に理解されるような英文表現が求められた｡
3.3アンケート調査
調査票は15分以内で回答できるよう質問は全20問とした｡統計調査から明らかとな
った相違点が存在することを前提として質問を作成したが､同時にこれらの違いが本当に
存在するか再確認できる内容とした｡さらになぜこれらの違いが存在するか考察できるよ
うに質問を構成した｡調査に使用したコンセントフォームを資料1に､調査票を資料2に
示す｡日本に多い下請ビジネスの実態に関する質問を作成することを試みたが､事前の専
門化-のヒアリングで全く趣旨が理解されないことが分かったため質問自体が不適当と判
断した｡
大学のレター-ツドのある大学の公式用紙にプリントアウトした依頼状､コンセントフ
ォーム､質問票を､返信用封筒とともに2005年7月下旬に308の企業-郵送した｡
コンセントフォームに回答日時を記入し署名を行った後､質問票に回答を記入して200
5年9月20日までにアルバ一夕大学 Extension学部の高木研究室宛に返送するよう依頼
状に記述した｡アルバ一夕大学のExtension学部で行われたアルバータ州のコールセンタ
ーに関する類似の調査では､調査票の回収率が13% であったことから､本調査の
TechFilesから選択した261社の回答率も13%と推定し回答数を33社と推定した｡イ
エローページから選択した企業からの回答数は予想できなかった｡
3.4インタビュー(羊よる面接調査
インタビューによる面接調査は郵送による回答内容を明確にし､正しい理解を得ること
を目的に実施した｡良い調査結果を得るためには調査対象を適切にグループ化し各グルー
プを代表する少数の企業を選択できることが重要であった｡今回の調査は事業構造の比較
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が目的のため企業サイズが重要な要素になると思われたことから､企業サイズ毎に複数の
企業を選択できることを目標とした｡インタビューを承諾する企業数が多くなる場合は企
業サイズ別に少数の企業を選択してインタビューを実施することにした｡
回答のあった企業の中でインタビューを承諾した企業に対して､2005年9月2日か
ら2005年9月22日の間に面接調査を実施した｡返送されたコンセントフォームと調
査票は Ethicsの記載どおり個人が特定されないように署名を消去したうえ全て番号で整
理し､コンセントフォームと調査票を分離して保存した｡そのため､郵送に使った企業名､
住所､およびコンセントフォームに署名した担当者名をインタビューのために使用するこ
とができなかった｡ そこで､問20の承諾の欄に記入された個人のe-メールアドレス宛あ
るいは電話番号を使って企業名､住所､および担当者名を再確認した0
まず､インタビューのアポイントメントを取るための依頼文とコンセントフォームを
e-mailに添付して送付した.返答がない場合は電話で本人に直接依頼したOその際Ethics
で記載したとおり所要時間はインタビュー60分､可能な場合会社見学30分であること
を伝えた｡電話でアポイントメントの時間を調整した後に依頼文とコンセントフォームを
e-mailに添付して事前に送付した｡アンケート調査のコンセントフォームとは別のコンセ
ントフォームを使用し､インタビューの時間は1時間以内であること､アンケートの回答
結果の理解を深めることが目的であり新たな質問を導入する予定がないこと､回答の理解
を深める目的でのみ新たな質問をする可能性があることを伝えた｡e-mailは返答までの時
間が必要なことから限られた時間で調整を行うには適当な方法でなかった｡電話は即時に
対応できるため詳細な藤間調整には有力な手段であった｡アポイントの時間は9:00,1
1:00,1:00,3:00が多かった｡
面接調査は直接企業を訪問して実施した｡返送された調査票の回答をインタビューの前
に整理し､不明な内容を確認するため考えられる全ての質問を企業毎に準備した｡インタ
ビューの前にまずコンセントフォーム-署名を求めた｡署名を確認後にインタビュー内容
をドキュメント化するために音声録音の許可を得たうえでボイスレコーダのスイッチをオ
ンにした｡さらに､いつでも回答を拒否できること､全てアンケート調査の結果に基づい
た質問であることを伝えてインタビューを開始した｡
インタビューの進行状況を考慮し準備した質問順序と質間数を調整し最終的に60分に
なるように終了した｡相手に60分以上の時間的な余裕があると思われた場合でもボイス
レコーダの録音時間が60分になった時点でインタビューを中止した｡インタビューに続
き企業見学を30分行った｡次の面接調査までの時間が十分とれなかった場合は企業見学
を省略したため､全ての企業について見学を行うことはできなかった0
3.5アンケート調査の返送率とインタビュ｣の承諾率
郵送によるアンケート調査の返送件数とインタビュー調査-の承諾件数を表8に示す｡
TechFilesとイエローページから選択した計308の企業-調査票を郵送したが､住所の
間違いにより31通が返送されてきたことから277社-有効に郵送されたと考えられた｡
最終的に調査票の郵送による有効返送数は42社となった｡ TechFilesから選択した26
1社の回答は37通で回収率は14%であった｡調査前にEthicsで想定した期待値13%
とほぼ一致した｡イエローページから選択した42社の回答数は5通で12%となった｡
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表8 アンケート調査-の返答件数とインタビューの承諾数
Mai一ed EffectiveMaHs* Rep一ied Interviewed
TechFites 261 234 37 17
イエロー ページ 47- 43 5 1
*EliTninatethecotnpaniesnailundelivered
アンケートに回答した42社中18社がインタビューに応じることを承諾した.18企
業の企業サイズによる内訳は､従業員0人が1社､従業員1-4人が3社､従業員5-9人
が3社､従業員10-49人が4社､従業員50-99人が1社､従業員100-199人
が0社丁従業員200-499人が1社､従業員500人 &overが2社となった｡
3.6アンケート調査とインタビュー調査の回答企業
アンケー ト回答企業42社の中で TechFilesに含まれていた37企業の事業分野は
"SoftwarePublishers"産業が15社､"DataProcessing,斑ostingandRelatedServices"
産業が5社､"ComputerSystemDesignandRelatedServices"産業が17社となり､こ
の割合は最初に質問票を送付した261企業の構成比率108:20:133と同様の傾向
を示した｡"DataProcessing"産業の占める比率が高くなったが､絶対数で最も少ない分
野であることから､構成比率の差が解析結果に大きな影響を与えることはないと判断した｡
回答企業42社の設立年度の中央値は1995年､従業員の中央値は5-9人､エドモン
トンにある事業所の従業員の中央値は5-9人､設立時の従業員の中央値は1-4人であっ
た｡このことから回答企業の平均像はスモールサイズ企業が多いものの10年以上の事業
実績を有した企業であった｡
面接調査では企業サイズ毎に複数の企業を選択できることを目標としたが､インタビュ
ーを承諾した18社がほぼ全ての企業サイズを代表するように分散したので全18社に対
しインタビューの依頼を行った｡18社の中でアポイントメントの取れた17社に対して
インタビューを実施した｡E-mailでアポイントメントがとれた企業が5社､電話でアポイ
ンメントが取れた企業が12社､最後までアポイントメントが取れなかった企業が1社と
なった.一度予定した日程が変更になった企業が2社あった｡産業別の内訳は "Data
Processing,HostingandRelatedServices"産業が2社､"ComputerSystemDesignand
RelatedServices"産業が7社､"SoftwarePublishers'産業が8社､その他1社であっ
た｡
ll
4･アンケート調査結果
有効回答数は42やあった.個別の調査項目における回答数の有効回答数に対する割合
は有効数字が2桁になるので整数で小数点以下を四捨五入した整数で表示した｡
4-1･会社の組織形虚
間1 企業の組織の形態は何ですが?
4-2会社の設立年
問2.-会社は何年に設畢され辛したか?
間1 ｢企業の組織の形態は何ですか?｣に対して全ての42企業から有効回答が得られ
た｡'図7に会社の組織形態別企業数を示す｡全42企業中40社 (95%)は会社組織で
あった.インタビi-の結果､ほとんどの企業は企業活動をやりやすいように最初から会
社組織でスタ｣トしていた｡
問2｢会社は何年に設立されましたか? ｣に対して38社からの有効回答が得られた｡
由8に会社の設立年別企業数を示す.設立年の平均は1986年､設立年の中央値は19
95年となった｡平均値の方が9年古いのは､1884年､1910年､1966年に設
立された非常に歴史ゐある企業がそれそれ1企業づつ存在したためでであった｡ 中央値の
ほうが実態に近いと考えられた｡設立9年程度の比較的新しい企業が多いものの､設立2､
3年の企業と比べると実績を十分有した情報サービス関連企業と考えられた｡なお会社組
織以外の形態であるPartnership(共同経営)の1社は2002年､Soleproprietorship
の1社は1995年の設立であった｡
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4-3 会社の従業員数
問3 会社の従業員は現在何名ですか (パートタイムを含まない)?
Q3 Whatisthetotalnumberofpebpleemployedbyyourcompanyatptes占nt?
問3 ｢会社の従業員は現在何名ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られた｡
図9に会社の従業員数別企業数を示す｡今回のアンケート調査の結果､中央値は従業員数
5-9人でスモールサイズ企業が多かった｡従業員が0-9人の企業は24社(57%)､従
業員数が10人以上の企業は18社(43%)で､9人以下の企業のほうが10人以上の企業
より多かった｡従業員数が0-9人の企業が57%というのは､図1-3に示したアメリカ
の3産業の合計71.6%と比較すると少ないが､日本の24.7%と比較すると倍以上の割
合となり､スモールサイズ企業が日本より明らかに多いことが確認できた｡なおカナダで
スモールビジネスという場合4人以下の企業を意味する場合もあった0
142086~
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図9~会社の従業員数別企業数 (有効回答数42)
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4-4 エドモントン地域の従業点数
間4エドモシ トンにおける会社の従業員は現在何名ですか (パ⊥トタイ.ムを含まない)ラ
問4 ｢エドモントンにおける会社の従業員は現在何名ですか?｣に対して全42社から
有効回答が得られた｡図10にエドモントン地域の従業員数別企業数を示す｡
従業員数が0-9人の企業が26社 (62%)､10人以上の企業が16社(38%)で､従業
員数50人以上の企業の数が非常に少なかった｡エ ドモントン地域の従業員数の中央値は
5-9人であった｡エドモントンは州都であるが工業都市ではないため本社機能を持つ企
業は少ないことが一因と考えられた｡
:.`■∨く>㌔一･!,'-i:～.二:･ドニ,>`こ､ :′,~∴
:～∴十 ･一.㌔-:◆
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0 1.-4 5-9 10-49._50｢100 100｢ 200- 500&
図10 エドモントン地域の従業員数別企業数 (有効回答数42)
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4-5 会社設立時の従業員数
由5■会社が設立された時の従業員は何名でしたか (/iTトタイムを含まやい)?
Q5 Whatwasthe.totalnumber.of.peoplelemployed_byyPurcompaJnyWhPnitwas-.
問5 ｢会社が設立された時の従業員は何名でしたか?｣に対して全42社から有効回答
が得られた｡図11に会社設立時の従業員数別企業数を示す｡42企業中､会社設立時の
従業員数は1-4人と答えた企業は37社 (88%)-あった.面接調査でそのほとんどは自
宅や簡単な事務所で活動を始めていたO-また､会社設立時の従業員数が3人以上の場合は
非常に少なく1または2名の場合が多いことがわかった｡
4035･二21I_
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図11:会社設立時の従業員数別企業数 (有効回答数42)
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4-6 会社設立時の資金
問6 会社を設立したときの最初の資金は何でしたか?
Q6 Whatyas(were)yourcompany'sinitialsouTCe(S)Ofstart-upfunding?
問6 ｢会社を設立したときの最初の資金は何でしたか?｣に対して40社から有効回答
が得られた｡図12に会社設立時の資金に関する項目別の回答数を示す (複数回答可能)0
会社設立時に想定される資金を選択肢として提示したが圧倒的に個人の投資が多く､40
社の中で34社 (85%)が会社設立時の資金は個人の投資であった｡次に多かったのは
ベンチャーキャピタルの4件 (10%)であった｡ 面接調査の結果､個人の投資のほとん
どは設立者の自己資金であった｡ベンチャーキャピタルや政府からの借入れ割合が多いこ
とを想定していたが自己資金を全く使っていない企業は40社の中で8社 (20%)であ
った｡これは借り入れのための障壁がかなり高いことに起因すると考えられたが､インタ
ビューの結果では借り入れに伴う書類作成等の作業の増加が事業立ち上げの障害になると
の意見が多かった｡
4055:3..21 シー:●.`
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図12 会社設立時の資金に関する項目別の回答数 (有効回答数40)
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4-7 昨年の会計年度における稔売上高
間7 昨年の会計年度における総売上はいくらですか? (カナダドル)
Q7._..Whatwas.youftompapy十.st示al_sale重症 .th亘,.1年畠t.:fiPQLa,ly6at?(Ci桓dia占
間7 ｢昨年の会計年度における総売上はいくらですか?｣に対して41社から有効回答
が得られた｡図13に昨年 (2004年)の会計年度における総売上高別企業数を示す｡
41企業中28社は､500万 ドル以下の企業であった｡日本の統計調査報告における売
上の区分をそのまま使用し､総売上高の最小区分を5億円の坤当する500万 ドル以下と
したため､スモールサイズの企業が多い実態に合った適択区分を提示できなかった｡ 最小
区分を2段階程度引き下げればより良い結果が得られたと考えられた｡
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図13 昨年の会計年度における総売上高別企業数 (有効回答数41)
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4-8 国外売上の割合 く対稔売上)
問8 総売上に対してカナダ以外の売上割合は何パーセントですか?
Q8 Whatperceptage?fyour_total.salescamefromSalesoutsideofCanada?
問8｢総売上に対してカナダ以外の売上は何パーヤントですか?｣に対して全42社か
ら有効回答が得られた｡図14に総売上に対する国外売上割合別企業数を示す｡10%未満
が24社 (57%~)-と最も多いが､国外売上の割合が10%以上の企業は合計すると18
社(43%)となったOさらにそのうち国外売上の割合が5_0%以上の企業は11社(28%)
存在した｡インタビューの結果ではほとんどの企業がナメリカを主とした国外事業を行っ
ていた｡まずアメリカ市場とカナダの国内市場を考え､･さらに北米市場の延長として他の
特定の国や地域あるいは世界の市場におけるビジネス展開を考えていた.一柳 こ英語とい
う言葉の障壁がないことが要因として考えられるが面接調査の結果､英語は国外事業の重
要な要因ではなく､個々の企業が事業領域あるいは事業目的を明確にし常にビジネスの可
能性を広く考えて可能性にチャレンジしようとする姿勢が重要な要因であると考えられた｡
カナダの優れたインターネット環境はエドモントンの企業に国外ビジネスのチャン女を拡
大させていることもいくづかの企業において事実であった.
日本の企業は国内市場が大きいため国内市場に重点を置き､顧客からの要求に応じるこ
とを優先させる事業展開を行ってきたため､国外におけるビジネス展開の必要が少なかっ
たと考えられる｡このことが国外でのビジネス展開が少ない､あるいは世界的な商品が開
発できない大きな要因と考えられた｡
32501
Under10% 10-19% 20-29% 30-39% 40-49% 50%&over
図14 総売上に対する国外売上割合別企業数 (有効回答数42)
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4-9主な事業領域
問9 あなたの会社の主な事業は何ですか?-,(3項目までチ立ヅクしてく~ださい)■
Q9 What~-is(are)ydurmainbt1台ihesrs(es)辛(please.Icheckupto3itlbm畠)
間9｢あなたの会社の主な事業は何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られ
たO:図15に主な事業領域別企業数を示す.回答企業がTechFilesへ登録した産業ゐ内訳
は "SoftwarePublisher"が15社､"DataProcessing,Hosting,IandRelatedServices"
が5社､"ComputlerSystemDesignandRelatedServipes"が17社となり､この割合は
最初に質問票を送付した261企業の構成比率108:20:133とほぼ同様の傾向を示
した.回答め卑っ車42企業の構成と比較すると"DataProcessipg,Hosting,andRelated
ser寸i'C6S"一の占める比率が若干高くなるが､､この分類は企業の絶対数で最も少ない分野で
奉ることから､回答企業の構成比率が解析結果に大きな影響を与えることはないと判断し
た.o
選択されたメインビジネスを3産業分類別にみると "SoftwarePublisher"では下位分
類がないので "S｡itw｡republishingServices"が産業分類 と同じ7社 となった.
"Processing,Hosting,二andRelatedServices"は "Webhostingservices"が最も多く
9社であった｡"CoinputerSystemDesignandR.elatedServices"では"Applicationsoftware
designanddevelopmentservices"が最も多く11社であった｡全42社の中で3産業分
類以外のメインビジネス■を選択した企業が5社あった｡この5社を除いた37社の中で3
つの産業分琴のいずれか1つを主ビジネスとして選択した企業は20社となったことから､
54%わ企業が1つの産業分野に特化していた.2産業分野から選択した企業が 1`5社､
3産業分野から選択した企業が2社となった｡
日本においても同様の調査を実施しないと正確なことは言えないものの､この結果はエ
下モントンでは情報サービス産業が日本より活動分野を広げ多様化を遂げているか､ある
いは多様化を遂げた結果として個々の企業は経営資源を集中するため自社の事業領域を絞
り込んでいると考えられた｡
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図15 主な事業領域別企業数
S:SoftwarePublisher
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(有効回答数42)
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4-10 主な顧客の産業分類
_間10 主な顧客の産業分類は何ですか? (3項目までチェックしてください)
･Q10 Whatis(are)theindustry(industries)ofyourmaincustomers?(Plea岳e
問10｢主な顧客の産業分類は何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られた｡-
図16に主な顧客の産業分類別の回答数を示す｡主な顧客の産業の総合計は88産業となっ
た｡主な顧客は政府､自治体などが最も多く42社中18社 (43%)であった｡次いで
地場産業である石油､電気などが16社 (38%)であった｡この質問を設定する基とな
った日本の情報サービス産業白書2004では主要顧客は同業者である情報サービスが最
も多く68%を占め､新潟県 ITサービス産業白書2004でも同業者が55%を占めた｡
日本では同業者間で下請の事業が成立すうことに起因すると考えられた｡今回の調査で情
報サービス産嚢に相当する言葉として使用した ITindustryは12%であったが､面接調
査の結果､下請とは関係のない通常の顧客であることを複数の企業で確認できた｡下請に
相当するSecondarycontractsという英語自体は存在するが､アンケート調査で触れたよ
うに下請のビジネスの設問そのものが困難であったことも合わせて考えると､今回の調査
で下請ビジネスの存在は確認できなかった｡少なくとも情報サービス産業で下請は一般的
な事業の概念ではなかった｡
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図16 主な顧客の産業分類別の回答数 (有効回答数42)
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4-11主な顧客の企業サイズ
問11-p主な顧琴の企業サイズは何ですか?-(3項目までチェックしてください)
Qll Whatis(are)the~companysize(S)ofyourmainーcustomers? (Pleasecheckupto
間11｢主な顧客の企業サイズは何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得られ
た｡図17に主な顧客の企業サイズ別の回答数を示す｡主な顧客の総合計は80社となった｡
従業員数10-99人の中企業が最も多く80社中22社 (28%)､続いて100-49
9人の大企業19社 (24%)､10人未満の小企業15社 (19%)､従業員500人以
上の超大企業15社 (19､%)となった｡大企業からの受注が多いものの従業員99人以
下の中小企業からの受注割合の方が全体として高くなった (46:34)｡中小企業も顧客
として大きなウエートを占めていた｡
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図'17 主な顧客の企業サイズ別の回答数
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(有効回答数42)
4-12会社の強み
問12あなたの会社の製品あるいはサービスの強みは何ですか.? (最大3項目を選択し､
強い順に1かも13で回答してください)
Q12 血atpis(Are)thestrength(S)ofy.J,company'sprddLctsors占rvices?.(PleAse
間12 ｢あなたの会社の製品あるいはサービスの強みは何ですか?｣に対して全42社
から有効回答が得られた｡図18に会社の強みに関する項目別総得点を示す｡総得点は会
社の強みとLLて選択した項目が1位の場合を3点､-2位の場合を2点,J3位の場合を1点
として評価した合計点を示す｡最高点を示した回答は優位性のある機能または技術で27
社 (64%)が選択した.続いて､実績 (26社 ;62%)､信頼性 (22社 ∴52%上
サポー ト (19社 ;45%)の順であった｡ 合計得点の順と回答企業数の順は同じであっ
た-O優位性のある機能または技術と回答した27社について研究開発投資に対する回答と
クロス集計してみると､24社が5%以上の研究開発投資を行っていた｡ このことから､
エ ドモントンの情報サービス産業関連企業の約半数は優位性のある機能または技術が会社
の強みであると考えて研究開発に積極的に取り組んでいると考えられた｡残りの3社のう
ち2社は回答が未記入であった｡プロジェクトマネジメントは5位で7社 (17%)からの
回答があったが4位までの回答と比べると半分以下の得点となった｡日本ではプロジェク
かトマネジメント能力を持ち-た人材が多くの企業で求められているが､今回の調査ではスモ
ールサイズ企業が多かったことや独自ビジネスを志向する企業が多かったことからプロジ
ェクトマネジメントそのものが事業の強みになるとの認識は高くなかった｡
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図18会社の強味に関する項目別総得点 (有効回答数4J2)
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4-13 効果的なマーケティング戦略
問13-.-最も効果的なマーケティング戦略は何ですか-? (最大3項月を選択し､-効果の
強い順に1から3で回答してください)
間13 ｢最も効果的なマーケティング戦略は何ですか?｣に対して全42社から有効回
答が得られた｡図19に最も効果的なマーケティング戦略に関する項目別総得点を示す｡
総得点は最も効果的なマーケティング戦略として選択した項目が1位の場合を3点､2位
の場合を2点､-3位の場合を1点として評価した合計点を示す｡最高点を示した回答はヒ
i-マンネットワ⊥クで30社 (71%)が選択した.
面接調査の結果､ヒュ｣マンネットワークは主に顧客が他の顧客に商品やサービスを紹
介することを意味していた｡企業が顧客に依頼するのではなく､基本的に顧客の自発的な
紹介Jあるいは顧客同士の情報交換によるものであった｡これとは別に選択項目の中に示
さなかったWordofmouth(Custonlerreferralを含む)を､自由記述欄に記入した会社が
5社あった｡面接調査の結果ヒューマンネットワークの内容をより直接的に表現したもの
であったが､選択肢に提示できれば上位に位置した可能性が高かった｡第2位の専門家協
会も同業者間のヒューマンネットワークであることを考えると､情報化が進んだと言われ
ているカナダで､マーケテイングには人のネシトワークが圧倒的に大きな力を持らていた.
但しここのヒューマンネットワ｢クは広いけれど弱いネットワークを意味する可能性が高
かった｡
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図19最も効果的なマーケティング戦略に関する項目別総得点 (有効回答数42)
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4-14 契約を促進するための重要な要素
間14.新たな契約を促進するために重要な要素はなんです_か? (最大3項目を選択し､-
重要な順に1から3で回答してください)
Q14 Whatare-theimport_antfactors_topromotethesigningofnewcontracts?-
(Pleasechooseupto3itemSinorderofimportance,withlto3;themost
間14｢新たな契約を促進するために重要な要素はなんですか?｣に対して全42社か
ら有効回答が得られた｡図20に契約を促進するために重要な要素の総得点を示す｡総得
点は新たな契約を促進するために重要な要素として選択した項目が1位の場合を3点､2
位の場合を2点､3位の場合を1点として評価した合計点を示す｡契約を結ぶにあたって
必要な要素は､顧客の要求に応えることと妥当な価格であることが最も重要であり､続い
て実績､技術､信頼性の順であった｡マーケテイングには人とのつながりが重要であるが､
最後の契約段階では顧客の要求に応えることやサービスの内容が重要であるという結果に
なった｡
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図20契約を促進するために重要な要素の総得点 (有効回答数42)
26
4-15研究開発投資
間15研究開発投資の総売上に対する割合は何パーセントですか? (昨年の会計年)
問15 ｢研究開発投資の総売上に対する割合は何パーセントですか?｣に対して全42
社から有効回答が得られた｡図21に総売上に対する研究開発投資割合別企業数を示す｡
｢Can'tsay｣の5社を除いた37社を順に並べると対売上げ研究開発投資割合が10%
を超える企業は21社 (57%)あり､20%~を超える企業は10社 (27%)あった｡
研究開発投資割合の中央値は10-1､4.9%であった｡日本の情報サービス産業の総売上に
対する研究開発投資割合は約1%であることから､日本に比べるとはるかに多額の研究開
発投資が行われていた.一方､図21から明らかなように全体で見ると研究開発投資が対
総売上3%以下の企業と4%以上の企業に2分された｡10人以上の企業と9人以下の小
さな企業の2群に分けて図を作成しても同様の傾向が認められた｡研究開発費を平均値や
中央値でみる場合には実態を正確に把握できない可能性があり注意を必要とした｡
エ ドモントンの研究開発投資割合の高い大半の情報サービス産業関連企業は､企業サイ
ズに関係なく独自の技術やサービスなどの開発に積極的に取り組む開発型の企業であった｡
日本ではこのような企業をベンチャー企業と呼ぶことが多いが､面接調査の感触ではエ ド
モントンの企業にベンチャー企業という認識は全くなかった｡ 研究開発投資や新技術等の
開発は通常の企業活動の一部と考えられているようであった｡回答率も他の質問と比較し
低くなかったことから､研究開発投資情報が機密度の高い情報であるという認識もないよ
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図21 総売上に対する研究開発投資割合別企業数 (有効回答数42)
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4-15-a 産業別にみた稔売上に対する研究開発投資割合
由15 続き_(産業分野別の総売上に対する研究開発投資割合)._
図22に "SoftwarePublisher"､"DataProcessing,HostingandRelatedServices"､
"ComputerSystemDesignandRelatedServices"の産業別にみた総売上に対する研究開
発投資割合を示す｡この3つの産業別に研究開発投資割合に相当する企業数をグラフにし
たものである｡主な事業分野は3事業までの重複回答を可能にしたため､企業数の内訳は
"SoftwarePublisher"は7社､"DataProcessing,斑ostingandRelatedServices"は
14社∴ C`omputersystemDesignandRelatedSerやices"は34社となった."Software
Publisher"産業は回答のあった全7社とも研究開発投資割合が10% 以上となり､7社の
内5社が20%以上の研究開発投資を行っていた｡Can'tsayと答えた1社も面接調査で
確認した結果､総売上以上の研究開発投資を行っていたことから､"SoftwarePubli岳her"
産業のほとんどの企業は20%以上の非常に高い研究開発投資を行っていた｡"Data
Processing,HostingandRelatedServices"産業は他の産業に比較して規模の大きな会
社の比率が高かったが､14社中Can'tsayの4社を除いた10社の中央値は10-14%
で､1%以下の1社を除いたすべての企業で5%以上の研究開発投資が行われていた｡
"ComputerSystemDesignandRelatedServices"産業は規模の小さな企業が最も多い
が､34社中Can'tsayの5社を除いた29社の中央値は "DataProcessing,Hostingand
RelatedServices"産業と同じ10- 1.4%で､"ComputerSystemDesignandRelated
Services"産業でも多くの研究開発投資が行われていた｡以上の結果､3産業の問に研究
開発投資に関して大きな違いはなく､-いずれの産業も研究開発投資が1%未満の日本企業
よりはるかに高い研究開発投資を行っていた｡ ▲
:-10二9 1 ISoftwqrePubTisher Il 田DataProcessing,HostingandReーatedServices ｢
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図22 産業別にみた総売上に対する研究開発投資割合 (有効回答数42)
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4-15-b 企業サイズ別にみた総売上に対する研究開発投資割合
図23に10人以上の企業と9人以下の企業の総売上に対する研究開発投資割合を示す｡
42の企業を-10人以上と､9人以下の2群に分け､それぞれのグループ毎の研究開発投
資割合に相当する企業数をグラフにしたものである｡全体で10人以上の企業は19社､
9人以下ゐ企業は23社あった｡グラフから明らかなように2群とも3%台を谷にして U
字型q)分布を示 し､両群の傾向に大きな違いは認められなかった.従って､研究開発投資
行動に企業のサイズによる違いは認められなかった｡
図23 10人以上の企業と9人以下の企業の総売上に対する研究開発投資割合
(有効回答数42)
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4-16 商品開発情報の入手
間16 新規製品や新サービスに必要なキーとなる技術や､アイデアや市場ニーズをどのよ
うに集めていますか? (.3項目までチェックしてください)_
Q16 Hー?W(Where)doesyourcompanyacquirethe-keytechno.logi9S,neWbusinessideas,
間16｢新規製品や新サ｢ビスに必要なキーとなる技術や､アイデアや市場ニ｣ズをど
のように集めていますか?｣に対して41社から有効回答が得られた｡図24に新規の商
品を開発するための技術､アイデア､ニーズ に関する項目別の回答数を示す｡新規研究開
発から得ると回答した企業が最も多く41社中28社で､実に68%の企業が商品開発の
ために研究開発を利用していた｡次に多かったのが研究開発とは対極にあると思われる毎
日のビジネス､営業､業務を通して情報を収集するという回答で41社中24社､59%
の企業が日常の業務から商品開発の情報を得ていた｡両者を加えると127%になること
から､新商品開発の情報収集に関して､研究開発タイプと､日常業務タイプと､両者とも
重要と考えているタイプに大別できると考えられた｡
図24新規の商品を開発するための技術､アイデア､ニーズ に関する項目別の回答数
(有効回答数41)
30
4-17ドキュメント管理
.商1-7∵プ占ジ云クトの進行中にあなたゐ会社はどのように兵有書類や知的財産を管理して
いますか?適当な箇所をチ土ツクしてくださいo
Q17Howdoesyourcomp?nypanqgetheQO-Shareddocumentsandintellectualproperties
間17｢プロジェクトの進行中にあ年たの会社はどのようにドキュメントを共有したり
知的財産を管理したりしていますか?｣に対して39社から有効回答が得られた｡図25
にドキュメント管理に関する項目別の回答数を示す｡業務日報､マイルス トー ン報告書､
最終報告書､失敗報告書は､いずれもデータベースによる管理が最も多かった｡続いて共
有ファイルによる管理が多かった｡失敗報告書はデータベースについで､存在しないとい
う回答が2番目に多かった｡しかし､失敗報告書をデータベースまたは共有ファイルで管
理している企業を合わせると22社となり､全体の56%の企業が失敗報告書も情報とし
て利用できるように管理していた｡
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図25 ドキュメント管理に関する項目別の回答数 (有効回答数39)
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4-18 知的財産
:問18pt二次的な知的財産をビーのように管垣しそいますか?該当する全ての項目をチエ-ツタ
してくださいo
間18｢二次的な知的財産をどのよう.に管理していますか?｣に対して35社から有効
画答が得られた｡図26に二次的な知的財産の管理に関する項目別の回答数を示す｡二次
的な知的財産とはクライアントからの要望により創作された知的生産物を意味する.クラ
イアントItの契約によって自由な発表が制限されることが多いと恵われる.書類を作って
保存だけしている企業が18社と最も多かった｡'クライアントとの共著論文r(6社)と準
許申請 (4社)の両方にチェックした企業は重複を除くと9社となり∴35社に対して9
社 (26v%)が自社の情報を社外に向けて発信していた｡日本では情報サービス関連の発
表や特許は少ないと思われる｡質問全体を通して回答なしが7社と最も多かった｡
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図26 二次的な知的財産の管理に関する項目別の回答数 (有効回答数35)
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4-19 会社のゴー ル
問1.9 あなたの会社の主な目的ななんですか?-{1項目を選択してください).
間19 ｢あなたの会社の主な目的は何ですか?｣に対して全42社から有効回答が得ら
れた.図27に会社ゐゴールに関する項目別の回答数を示す｡会社のゴールとして､グロ
Tパルカンパニーになることが9社 (2L1%)､･独自の製品やサービスを有するようになる
ことが9社 (2′1%)で最も多かった｡続いて人類や社会に貢献することが7社 (17%)､
競争力のある企琴になることが7社 (17･%)となった｡主に日本との比較のために設定
した従業員にと?て良い企業であることも5社 (1_2%)あった｡大きな会社になる土とヾ
幅広い仕事ができる会社になることは2社と少なかった｡株式の上場を目的にするという
回答は0件であった｡
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図27 会社のゴールに関する項目別の回答数 (有効回答数▲42)
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4-20インタビューの乗諾
土間20 あなたの会社へ研究者の訪尚を受け入れあなたとめィ.シタビi-め実施に協力画ナ
ますか?
間2廿 ｢あなたの会社へ研究者の訪問を受け入れインタビュ｣の実施に協力頂けます
か?｣に対して4-1社から有効回答が宿られた｡図28にイシダビューの承諾､不承欝の
回答数を示す｡回答用紙にインタビューを承諾する担当者のサイン七遵/*先を記述した企
業が18社あった.1アンケ-~ト調査の返遷率七イ~ンタビューの承諾率の項で述べたように
面接調査では企業サイズ毎に複数の企業を選択できることを目標としたが､.'18-社が準ぼ
企業サイズを代表するように分散していたので18社全てに対しインタビューの実施に協
力を依頼した｡18社の中でアポイントの取れた17社に対してインタビューによる面接
調査を実施した｡
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図28 インタビューの承諾､不承諾の回答数 (有効回答数41)
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5.結論と考察
5-1まとめ
1.日本で情報サービス産業と呼ばれる産業は北米では "Softwarepublishers","Data
〉
Processing,Hosting,andRelatedServices ,"ComputerSystemsDesignandRelated
Services"の3つの産業に相当した｡調査対象企業のメインビジネスに関する調査結果､
約半数の企業が3つの産業分類のいずれか1産業のみを主ビジネスとしていた｡これら■
の結果は､北米の情報サービス産業のほうが日本妄り産業の細分化が進んでおり､事業
構造が日本より変化を遂げている可能性を示唆していた｡
2.統計資料では日本では10-29人の規模の企業が多いのに対し､アメリカでは4人以
下のスモールサイズ企業が多かった｡今回の調査でも従業員が0-9人の'企業は全体の
57%を占めたことから､スモールサイズ企業が多く存在することが確認できた｡
3.会社設立時の従業員数に関する調査では設立時1-4人の企業が88%と最も多かっ
た｡また会社設立時の資金は圧倒的に個人の資金が多く全体の85%を占めた｡面接調
査の結果､これらの企業の大多数は創業者の自己資金をもとに従業員1-2人で設立さ
れていた｡ベンチャーキャピタルや､政府からの借り入れは非常に少なかった｡
4.国外売上に関する調査結果では43%の企業は総売上に対して10%以上の国外売上
を示し､さらに28% の企業は50%以上の国外売上を示した｡インタビューの結果､
国外での事業展開は特別なことではなく通常業務の一部のように認識されていた｡この
ことは国内市場を考えるのと同様に､あるいは国内市場の延長として日常的に国外ビジ
ネスが行われていることを示していた｡
5.研究開発投資に関する調査結果では､57%の企業は総売上に対して10%を超える研
究開発投資を行っており､さらに27%の企業は総売上に対して20%を超える研究開
発投資を行っていた｡相当する日本の研究開発投資は約1%であることから､日本に比
べるとはるかに多い研究開発投資が行われていた｡10人以上の企業と9人以下のスモ
ールサイズ企業の2群に分けても同様の傾向が認められた
6.会社の製品あるいはサービスの強みに関する質問では｢優位性のある機能または技術｣
が64% と最も多く､多くの企業が独自の機能や技術を持つことの重要性を認識してい
た｡続いて ｢実績｣､｢信頼性｣が多かった｡プロジェクトマネジメントは17%で今回
の調査ではプロジェクトマネジメントそのものが事業の強みになるとは認識されてい
なかった｡
7.効果的なマーケティング戦略として選択された上位3項目はヒューマンネットワーク､
プロフェッショナル ･アソシエーション､トレー ド･フェアーであった｡他に口コミの
自由記述が多かった｡
8.新商品開発に必要な情報の入手先として選択された上位3項目はR&D､日常業務､
出資者であった｡新商品の情報収集に関して企業を主に､R&Dタイプと､日常業務タイ
プに分けることができた｡
9.会社のゴールとして選択された上位3項目はグロー バルカンパニーになること､独自
の商品を持つこと､社会の役にたっことであった｡
10.日本では同業者の情報サービス産業関連企業が主な顧客である場合が多く､同業者
間における下請ビジネスの存在が推定された｡しかし､今回の調査で情報サービス産業
における下請ビジネスの存在を確認することはできなかった｡これはエドモントンでは
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請負業務が事業の主体でないことによるものと考えられた｡
11.情報サービス産業に占める "SoftwarePublishers"産業の割合は日本よりも高かっ
た｡面接調査の結果､新しいソフトウエアの開発は依然として活発に行われていきもり
の､ソフトウエアそのものを開発して販売するというビジネ不から､開発したソフトウ
エアを使った新形態のビジネス-シフトする傾向が認められ牢.
5-2情報サービス産業の事業構造の違い
以上の結果からエドモントンの情報サービス関連企業の典型的な企業像は以下のように
推定された｡
1.)会社を1ないし2名で設立し自己資金で事業を立上げている.I
2)事業分野は "Softwarepublishers",一"DataProcessing,Hosting,andRelated
Services", "Comput,erSystemsDesignandRelated,Services"′のいずれかに特
化している｡-
3)優位性のある技術や商品開発のために研究開発投資を積極的に行っている｡
4)研究開発などによって得られを準自性のあるソフトウエアや技術やサービスを核に
事業展開を行っている｡
･5)_日常的に国外でq?事琴展開を試みている.
_今回の調査結果を日本の情報サードス産業の統計調査と比較すると､最も大きな違いを
示したのは､研究開発投資であった.､甘本では対総売上研究開琴投資1%未満の企業が多
いが､北米の企業､少なくとも今回調査を行ったェ ドモントンの情報サービス関連企業に
おける対売上研究開発投資の中央値は10.0-i4.9%で､日本の情報サービス産業より
はるか笹多い研究開発投資が行われていた.この数値早耳日本の茸な製造業の研究開発投資
3丁寧o/oをも上回っていた.まキ企業のサイズや産業分野に関係なく高V.､研窄関野投資傾
向が認めちれた｡
情報サ⊥ビス産業由連企業は開発型の産軍構造を持ち､研究開発投資により事業リスク
75_ミ高くなることと引き換え笹他社にないサ丁ビスや商品の創造を実現していた.そ.して成
果として得られた優位性のある琴術やソフ トウエアやサービスを核にして独自性の.ある事
業展開を行っていた｡この独自性のある事業がグロー バルな事業展開を可能にしていると
考えられた｡二
一方､日本の情報サービス産業関連企業は､受託業務の割合が高いため研究開発投資に
興味が少ない｡そのためエ ドモントンの企業とは対照的に､事業リスクは低いものノの独自
性のある事業展開が困難となっていると考えられた｡日本の情報サービス関連企業が将来
国外の情報サービス企業と互角に日本市場を含むグローバル市場で事業を展開するために
は､-開発型の事業構造にシフトせざるを得ないと考えられたOそのためには羊ドモントン
の企業の多くがそうであらたように自社甲事業領域を絞り込み､経営資源を集中すべきサ
⊥ビスや技術分野を明確にすることが必要になると考えられた｡
事業をとりきく環境としてユーザサイドの意識の差も日本と北米の情報サービス産業の､
産業構造の違いに大きく反映してい草と考えられた.小規模な企業が大規榎な企業と競合
した場合でも､帝品やサ丁ビスそのものについて良い評価を得ることができれば､小規模
な企業でも政府 ･自治隼やユーザとしての大企業と契約できる可能性力亨十分存在し.fC.こ
れはリスクが高くても新しいことにチャレンジすることは価値のあることであるといった
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ユーザサイドの意識に関係しており､ユーザ側に企業を評価するだけではなく技術やサ∵
ビスそのものを評価し､良ければ受け入れようとする環境が整っているようであった｡
5-3事業支援環境
今回の調査を通してアルバータ州政府による企業活動サポート体制について理解を深め
ることもできた｡今回の調査で使用したアルバータ州政府の企業データベ｢スである
TechFilesは州内の企業のPRや信用付与に一定の効果を果たしていた｡
プロフェッショナル ･アソシエーションと呼ばれる地域に根ざした専門家協会は､会員
の情報交換のため会員間のコミュニケーションを重視した会議やミー ティングの開催など
を積極的に行っていた｡多くのWebコミュニティーも就職などの活動に有効に機能してい
るようであった｡日本で行われている補助金や制度的な優遇策､講演会形式のセミナーと
いった一方通行の支援だけでなく､日常的に個人や企業の自主的な活動をサポートする環
境整備が日本でも有効であると考えられた｡特に､ヒューマンネットワーク作りに役立つ
環境整備が有効であると考えられた｡
面接調査により得られた情報は定性的な情報であるがアンケート調査では不明であった
背景の考察に非常に有効で具体的な内容を含んでいた｡面接調査の結果は本報告に必ずし
も十分反映できていないので､音声ファイルからトランスクリプション (書写)によりテ
キスト化を行った後に､内容を正確に把握しながらさらに考察を進める予定である｡今後､
新潟で同一_のアンケート調査と面接調査を実施し､日本と北米の企業形態や産業構造に関
する比較検討を行う予定である｡
謝辞
この研究を実施するにあたりアルバ一夕大学で半年間受け入れを許可頂き､研究室と研
究環境を提供くださいました､Extension学部長のCherylMcWatters博士に感謝いたしま
す｡また､エドモントンにおけるアンケート調査および面接調査の実施に有益な助言を頂
きました､Extension学部のコミュニケーション技術修士コースのディレクタおよび教授
であるMarcoAdria博士に感謝いたします｡本調査のEthics作成のため法律的な解釈およ
び特にコンセントフォームと質問項目の正確な英文表現について助言を頂きました
Extension学部の地方行政コースのディレクタおよび教授であるE.C.LeSage博士 に感
謝いたします｡また､アンケート用紙郵送にあたり大学の正式依頼文書の作成やインタビ
ュー担当者とのアポイントメントを調整頂きました Extension学部の地方行政コースの主
席秘書LindaHarkins氏に感謝いたします｡最後に調査を実施するため現地の事情につい
て助言を頂きましたExtension学部長秘書のHeatherSmith氏に感謝いたします｡
また､アルバ一夕大学 Extension学部-半年間の教員海外研修を承認頂きました新潟国
際情報大学武藤学長ならびに研修期間中の対応について協力頂きました情報システム学科
の槻木教授ならびに関係教員の皆様､および事務局の皆様に感謝致します｡
37
参考文献
[1]経済産業省,平成15年特定サービス産業動態統計調査 (確報値),経済産業省,
2004.
[2]経済産業省,平成17年特定サービス産業実態調査(速報値),2004
[3]情報サービス産業協会,2003年情報サービス産業基本調査,情報サービス産業協会",
2004
[4]新潟県 IT産業ネットワ丁ク21,新潟県 ITサービス産業白書2004,新潟県 IT産業
ネットワーク21,2005
[5]総務省,平成13年事業所 ･企業統計調査報告,総務省統計局,2003
[6] カナダ統計局 (StatisticCanada), "AmualSurveyofSoftwareDevelopmentand
ComputerServices200ト2003",
[7]カナダ産業省(IndustryCanada),
IndustryCanada,2005
[8]カナダ産業省(IndustryCanada),
Vol.6,No.4,2005,pp.ト8.
[9]アメリカ商務省国勢調査部(U.S.
CurrentBusinessReport",U.S.
[10]アメリカ商務省国勢調査部(U.S.
StatisticsCanada,2005
"KeySmallBusinessStatistics-Januaryt2005",
"performanceTrends",SmallBusinessQuart占rly,
CensusBureau), "ServiceAmual~Survey:2003
CensusBureau,2005.
CensusBureau), "UnitedStates:2002Country
JI
BusinessPatternst,U.S.CensusBureau,2004
38
資料
資料1 ParticipantConsentForm
PARTICIPANTCONSENTFORM
TheSurveyofITCompaniesinEdmonton
PrinciT)alInvestigatOr:
Dr.YoshiknzuTakagiistheprincipalresearcherforthisstudy.Heisavisitingprofessorat
theUmiversityofAlbertaonsabbaticalleavefromNigataUmiversityoflnternationaland
lnformationstudies,DepartmentofInformationSystems叩 S)inNigata,Japan.Dr.
Takagicanbereachedbye一mailatbtakagi@ualberta.ca】,andcontactedbyphoneat
l780-492-0165].HisofficeislocatedintheUmiversityExtensionCentrelroom4-30A].
Purpose:
ThefindingswilbeofinterestmainlytoresearchersexploringthecircumstancesofIT
companieSandtheITbusinessinEdmonton.Themainpurposeofthestudyistoobtain
basicinformationabouttheITcompanieslocatedintheEdmontonregionwithattentionto
selecteddimensionsofsectoral orgahizationandcompanycharacteristicsincluding:
companyworkforcesize,productfocus,R&Dinvestment,marketingorientation(including
exportmarketorientation).Thesecondarypurposeistocompareandcontrastinformation
colectedonEdmontoncompanieswiththatcolectedinanearliersurveyofITbusinesses
inNigata,Japan.
Procedures:
Datawilbegatheredthrough aquestionnaireforeachcompanybyMail,folowedbyan
interviewateachrespondentcompany.ThecompanylistsinEdmontonforthissurveywere
madefromAlbertalsTeclmOlogylndustryDirectoryCrechFiles)andYenowpages.
TheresultswilservetoexploringtheITcompamies/businessesin Edmontonandto
understandingthediferencesfromJapaneseITcompamieslbusinesses.Theresultsofthe
studywilbepresentedatscholarlyconferencesandpublishedinscholarlyjournalsandwe
donotexpectanydirectcommercialusesofthestudyresults.
Confidentialitv:
Ifyoudoparticipate,yourresponseswilbekeptanonymousandwilnotbereleasedto
anyoneoutside.Alinformationcolectedwilbecodedtoprotectyouranonymity.No
personalrecords,commentsorresponsesofyourswilbeattributedtoyouwhenreporting
results.AnyidentiBringindicatorswilberemovedanddatawilbepresentedin
aggregatedform.Yozunameld〟notbeusedl'naDyZleSeamhmports.
Datawilbeheldonasecurecomputer,andparticipantswilbereferredtobycodeouly.
0riginal data(thepaperformscompleted)wilbestoredunderlockandkeyinthe
PrincipalResearcher'sofBce,andthesematerialsdestroyedfiveyearsafterthecompletion
oftheproject.Thisshouldavoidanypossibleharmtoyouortootherrespondents.Youz･
company'sDametdlnotbeusedinanyreseamhrepozls.
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TimeCommitment:
Fillmgoutthesurveyquestionnaireshoddtakenomorethan15minutesofyourtimeン
AnVfurtherclueStions?
Dr.Takagicanbereachedbye-mailat_btakagi@ualberta.ca],andcontactedbyphoneat
l780-492-0165].HisofficeislocatedintheUniversityExtensionCentrelroom4-30A].
WithdrawalfromStudy:
Youdonothavetoparticipateinthissurvey.Notwithstandingyoursigningofthisconsent
form,youcanwithdrawfromthestudyat,anytimebyphoneormairuntil15September
2005,I0rSimplynotreturnthesurvey.
Contextsofthesurvey:
DelegatesfromNUIShaveattendedsummerseminarsinExtensionsince2000.Overthe
periodtheyvisitedalmost30ITcompaniesinEdmonton.As aresultofthesevisits,Dr.
TakagihascometoappreciatethatITcompamiesinEdmontondifersignifcantlyfrom
thoseinNigata.The_proposedstudyseekstodefinethesediferencesbycomparingand
contrasting‥thesectoralorganizationandcharacterofEdmontonandNigataIT･丘rms.
NigatarandEdmontonaresimilarinseveralrespectsincludingbeingprovincialcapitals,
geographicallyandpsychologicallysituatedsomedistancefromthenationalcapital,and
locatedin relativeproximityb,andhavingmultiplesocial andeconomiClinkswith
anbtherlargecity(i･e･,CalgaryandNagaoka),andbythesecharacteristicsmayprovide
somebasisLforcomparisonsoftheITproductionandbusinesssectorsineachcityregion.
AdditionalConcerns:
T`heplanforthisstudyhasbeenreviewedforitsadherencetoethicalguidelmesand
approvedbytheFacultiesofEducationandExtensionResearchEthicsBoardPEREB)at
theUmiversityofAlberta.For_questionsregardingparticipantrightsandethicalconductof
research,contacttheChairoftheEEREBat(780)492-3751."
HyouaBTTetOPar軸 ateintbi'sstudyasasunneyrespondent,pleaseslgnanddatebeloT4:
IacknowledgethattheresearchproceduresforTheSurveyofITCompaniesinEdmOntOn
havebeenexplainedtome,andthatanyquestionsIhaveaskedhavebeenansveredtomy･
satisfaction.Inaddition,ⅠknowthatImaycontactthepersondesignatedonthisformifI
havefurtherquestionseithernoworin thefuture.Ihavebeenassuredthat_personal
recordsrelatingtothisstudywilbekeptanonymous.Iunderstandthecopditionsunder
whichIamfreetowithdrawfromthisstudy,andthatI-wilnotbeaskedtoprovidea
reason.IacknowledgethatiwilkeeponecopyofthisConsentForm,andsignandreturn
bymailoneCOPYOftheConsentFormwiththecompletedsurveyintheprovidedenvelop.
Myslgnaturebelowindicatesmyconsenttoparticipateinthestudy.
(Date)
(Namedfparticipant) (signatureofparticipant)
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資料2 1TCompanySurveyQuestiomaire
H-日日-･-AboutYわurCompany･-･
1.Wh atisyourorgamization'Stype?伊leaSeCheckoneonly)
Incorporatedcompany
Soleproprietorship
Partnership
Non-pro丘t
2.InwhatyearwasyourCOmPanyeStabliShed?
Co･operative
Jointventure
Government
Others
3.Wh atiSthetotalnumberofpeopleemployedbyyourcompanyatpresent?
(N♭tincludingparttimeworkers)
0
1-4
5･9
10-49
50-100
100-200
200-499
500&over
4.Wh atisthetotalnumberofpeopleemployedbyyourcompanyinEdmontonat
present? (Nbtincludingparttineworkers)
0
1-4
5-9
10-49
50-100
100-200
200-499
500&over
5.Wh atwaSthetotalnumberofpeopleemployedbyyourcompanywhenitwas
eStabliShed? (Notincludingparttineworkers)
0
1･4
5-9
10-49
50-100
100-200
200&over
Don'tKnow
6.Wh atwas(were)yourcompanysinitialsource(良)ofstart-upfunding?
Commercialloans
Venturecapitalinvestments
GovernmentLoansandGants
Suppliercreditloans
Personalinvestment
Leaslng
CommercialCreditCards
Business'RetainedEarnings
RelativesrFriendsloans
Relativesmriendsinvestments
Others
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_…_-一一…,AboutCurrentBuSineSSe8･一｢･
7.Wh atwasyourCOmPany'StOtal8aleSforthelaStfiSCalyear? (Canadiandolars)
Unqer $5,000,000っ $20,000,000-$49,999,999-$5,000,000-$9,999,999 $50,000,000&over
- $10,00,000-$19,999,999
8.Wh atpercentageofyourtotal8aleSCamefron8ale8OutsideofCanada?仏aStfi8Cal
yezu)
UnderlO%
10-19%
20-29%
30-39%
40-49%
50%&over
9･Wh atis(a托)yourmainbusinleSS(e8)?伊IeaSeCheckupto3items)
SoftwarePublishingServicesmAlCS5112)
SoftwarepublishingServices
DataProcessing､HostinE.andRelatedServicesWAlCS5182)
Webhostingservices
- ApplicationhostingseⅣices
ASPs(ApplicAtiopServi9eProviders)
AutomateddataprocesslngServices
Computertimeleasing,rental,Sharingservices
Dataprocessmgservices
Streamingservices
Scanningservices
ComputerSvstemsDesignandRelatedservicesNAICS54151
- Applicationsso氏wareprogrammmgservices
- Applicationsoftwaredesignanddevelopmentservices
ProgrammlngServices
Softwaresupportservices
WEBsitedesignanddevelopmentservices
CAD,CAE,CAMsystemsintegrationservices
Computertechnicalconsultingservicesorconsdtants
Computersystemdesign,developmentandintegrationservices
Networksystemsintegrationdesignanddevelopmentservice･
Faciltiesmanagementandoperationservices
Computerdisasterrecoveryservices
Softwareinstalationservices,computer
Customizationandintegrationofpackagedsoftware
ITtechnicalsupportservices(includealhardwareandsoftwaresupport)
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10.Wh atiS(are)theinduStry(indu8trieS)ofyourmaincustomers?Pleasecheckupto3
祉emS)
Agriculture,Forestry&Fisheries
Mining,OilandGas
Construction
Finance,Insurance&RealEstate
Manufacturing
Government,PublicAdministration
Wholesale,Retail
Transportationandwarehousing
ITindustry
Other
ll.Wh atiS(ぴe)thecompanySize(8)ofyourmaincuStOmer8?Plea8eCheckupto3item8)
Private Largesize (100-499employee)
Smalsize (less10employee)- Verylargesize(500&over)
Mediumsize(10199employee) Don'tknow
12.Wh ati8(are)thestrength(8)ofyourcompany'8Products0r8erviceS?伊leaSeChoose
upto3itemSinorderof8trength,With lto3;themosttOtheleast)
Advancedfunctionand/ortechnology
Reliability
Supports
Marketing
Projectmanagement
ForelgnSales
Identityofthecompany,Brands
Trackrecord
Finance
Humanresources(
Others
13.Wh atarethemostefGectivemarketingStrategieStOgainnewcuBtOmer8?Please
chooSeuPtO3itemSinorderofelrectiveneSS,with1to3;themosttotheleast)
Professionalassociations
Tradefair
Congressofacademicsociety
Humannetwork
lnvestmentbank
Governmentinformation
RegionalCommunities
CommunitiesontheWeb
CompanieslistontheWeb,TechFiles
Customer'sWebpages
Others
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14.Wh ataretheimportantfactorstOPromotethesigningofnewcontracts?Please
chooSeuPtO3itemSinorderofimportance,with lto3;themosttotheleast)
Cost
- Speed
Correspondingtocustomer'srequest(includinggoodSpeciflCation)
Trackrecord
Reliability
Socialrelationships
Technology
Timlng
Others
--日日--I---Aboutmefuture--
15.Wh atpercentageiSyOurinveStmentintoresearchanddevelopmenttototal
8ale8?BaStfiscalyear)
Underl'% 5.0-9.9%
1.0-1.9% 10.0-14.9%
2.0-2.9% 15.0-19.9%
3.0-3.9% 20%&over
4.0-4.9% Can'tsay
16.How叩払ere).doesyourCOmPanyaCquirethekeyteclmoldgieS,newbuSineSSideas,
ormarketneedsforyournewproductsapd/orservices?tPleaSeCheckupto3items)
R&D
Venturecompanies
University
Academicsociety
Founder
Dailybusiness,salesorworks
Alianceswithotherbiggercompaniesthanyou
AllianceswithothersmalercoPPaniesthanyou
lntelectualproperty
Others
17.How doesyourCOmPanymanagethec0-Shareddocumentsandintenectual
ropertieSduringprojectsarein roかeS~S?-PleaSeCheckatth-eapplicablepoints.
database co-sharedfile1storage noeXist. other
Dailyreports
Milestonereports☆
Finalreports
Failurereports
☆Prqjectmanagementreports
18.HowdoesyourcompanymanagetheSecondaryintelectualpropertyacquiredfrom
eachproject?Pleasecheckanapplicableitems)
Nodocuments
Makedocumentsandstorage
Makedocumentsandco-shared丘le
Co-authorpapers/articleswiththeclients
Patentapplications
Others
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19.Wh atisthemaingoalforyourcompany?Pleasecheckoneonly)
GlobalCompany
LargeandmultiTaskCompany
HavlngOrlginalproductsorservices
Contributiontohumanandsociety
Tobelistedonastockexchange
Goodcompanyforemployee
Becomingacompetitivecompany
Others
_______M___AboutInterview---
20.WouldyoubewilingtohaveaprofeSSOrvisityoursitetotouryourcompanyand
carryoutan interviewwithyou? - Yes No
lfyes,pleaseattachyourbusinesscard,orprovideyourname,organization,and
telephonenumberore-mailaddresshere:
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